
ち
ょ
っ
と
お
得
な
マ
ネ
ー
＆
ラ
イ
フ
入
門

第
162
回

令
和
８
年
１０
月
か
ら
次
の
こ
と
が
変
わ
り
ま
す
。
①
消
費
税
経
過
措
置
特
例
の
変
更
、
②
社
会
保
険
「
１
０
６

万
円
の
壁
」
撤
廃
。
今
回
は
こ
の
２
つ
に
つ
い
て
改
め
て
確
認
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

準
備
O
K
？  

10
月
か
ら
変
わ
る
こ
と

イ
ン
ボ
イ
ス
経
過
措
置

80
％
控
除
か
ら
70
％
控
除
へ

1
改
正
後
の
控
除
割
合
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

　
改
正
後
の
控
除
割
合
は
、
下
段
に

記
載
の
図
の
と
お
り
で
す
。

　
改
正
前
は
、
令
和
８
年
10
月
１
日

か
ら
50
％
控
除
と
な
り
、
令
和
11
年

９
月
30
日
で
終
了
す
る
予
定
で
し
た
。

令
和
８
年
10
月
か
ら
控
除
割
合
が
下

が
る
こ
と
自
体
は
当
初
の
予
定
ど
お

り
で
す
が
、
そ
の
下
げ
幅
が「
50
％

ま
で
」で
は
な
く「
70
％
ま
で
」に
緩

和
さ
れ
た
点
が
今
回
の
ポ
イ
ン
ト
で

す
。

岩田 まり子
Mariko Iwata

大阪シティ信用金庫提携の（株）ライオン
橋パートナーズ代表取締役。大阪商工会
議所セミナー講師などを務める。

10月まもなく。準備 OK？

　
ま
た
令
和
８
年
10
月
１
日
以
降
に

開
始
す
る
課
税
期
間
か
ら
は
、
同
一

の
免
税
事
業
者
等
か
ら
行
う
経
過
措

置
の
対
象
と
な
る
課
税
仕
入
れ
の
合

計
額
が
、
そ
の
年
ま
た
は
そ
の
事
業

年
度
に
お
い
て
１
億
円（
改
正
前
は

10
億
円
）を
超
え
る
場
合
、
そ
の
超

え
る
部
分
の
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て

は
経
過
措
置
の
適
用
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。
不
動
産
業
な
ど
高

額
な
取
引
が
発
生
し
や
す
い
業
種
で

は
注
意
が
必
要
で
す
。

2�

令
和
８
年
10
月
ま
で
に
行
う
べ
き

実
務
対
応

①�

会
計
シ
ス
テ
ム
等
の
設
定
を
更
新

で
き
て
い
る
か
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

②�

過
去
の
仕
訳
を
コ
ピ
ー
し
て
新
規

仕
訳
を
作
成
す
る
場
合
に
、
税
区

分
を「
80
％
控
除
」の
ま
ま
更
新

し
忘
れ
る
誤
り
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

10
月
１
日
以
降
は
コ
ピ
ー
で
の
仕

訳
に
留
意
し
ま
し
ょ
う
。

③�

令
和
８
年
10
月
１
日
を
ま
た
ぐ
取

引
に
つ
い
て
、
控
除
割
合
の
判
定

基
準
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

④�

取
引
先
別
に
年
間
の
課
税
仕
入
れ

累
計
額
を
把
握
し
、
１
億
円
基
準

に
該
当
す
る
可
能
性
の
有
無
を
確

認
し
ま
し
ょ
う
。

⑤�

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
０

０
０
万
円
以
下
の
事
業
者
に
つ
い

て
は
、
控
除
割
合
が
今
後
50
％
、

30
％
と
段
階
的
に
縮
小
し
て
い
く

こ
と
を
見
据
え
、
簡
易
課
税
制
度

の
選
択
を
検
討
す
る
必
要
が
出
て

く
る
と
想
定
さ
れ
ま
す
。
顧
問
税

理
士
等
に
相
談
の
う
え
、
最
適
な

計
算
方
法
を
選
択
す
る
よ
う
に
し

ま
し
ょ
う
。

3
売
手
側
の
措
置

　

右
記
1
か
ら
2
は
仕
入
れ
る
側

（
買
手
）の
措
置
で
す
が
、こ
れ
と
混

同
さ
れ
や
す
い
も
の
と
し
て
、
免
税

事
業
者
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業

者
と
な
っ
た
側（
売
手
）の
納
付
税

額
を
軽
減
す
る「
２
割
特
例
」が
あ

り
ま
す
。
２
割
特
例
は
令
和
８
年
で

終
了
す
る
予
定
で
し
た
が
、
令
和
８

年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
個
人
事
業

者
に
限
っ
て
割
合
を
３
割
に
変
更
し

た
う
え
で
２
年
間
延
長
さ
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
し
た
。

　
法
人
に
つ
い
て
は
延
長
さ
れ
ず
、

令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
８
年

●�企業規模に応
じて段階的に
週20時間以上
で加入へ
●支援策あり

●�ソフトなど変更設定を確認しましょう
●�社会保険は加入対象�
者の洗い出しが必要�
な企業も。

10月から色々変わる
ね。

準備はできている？

国税庁ホームページを基に作成

準備は大丈夫ですか？準備は大丈夫ですか？

社会保険の106万円の壁撤廃

３割特例 ７・５・３割控除
●�今まで80％控除で
したが10月からは
70％控除へ
●�今後の経過措置も
変更へ

インボイス発行事業者以外
の者からの課税仕入れは
7・5・3割 控除へ7・5・3割 控除へ

●�金額（年収）の要件がなくなります

改正に備えましょう
！

９
月
30
日
ま
で
の
日
の
属
す
る
各
課

税
期
間
が
２
割
特
例
の
対
象
期
間
と

な
り
ま
す
。

ま
た
、
卸
売
業（
み
な
し
仕
入
率
90

％
）や
小
売
業（
同
80
％
）な
ど
で
は
、

簡
易
課
税
制
度
の
ほ
う
が
有
利
と
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
２
割
特
例
ま

た
は
３
割
特
例
の
適
用
を
受
け
た
事

業
者
に
限
り
、
簡
易
課
税
制
度
選
択

届
出
書
は
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る

年
の
確
定
申
告
期
限
ま
で
に
提
出
す

れ
ば
足
り
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

社
会
保
険「
１
０
６
万
円
の
壁
」の

撤
廃

1
改
正
の
概
要

　
令
和
７
年
６
月
に
成
立
し
た
年
金

制
度
改
正
法
に
よ
り
、
い
わ
ゆ
る

「
１
０
６
万
円
の
壁
」は
消
滅
し
、実

務
上
の
基
準
は「
週
20
時
間
の
壁
」

へ
と
移
り
ま
す
。

2
撤
廃
後
に
残
る
加
入
要
件

①�

週
の
所
定
労
働
時
間
が
20
時
間
以
上

②�

継
続
し
て
２
カ
月
を
超
え
て
雇
用

さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る

③�

学
生
で
な
い
こ
と

④�

特
定
適
用
事
業
所（
従
業
員
数
51

人
以
上
の
企
業
）に
使
用
さ
れ
て

い
る
こ
と

　
賃
金
要
件
が
撤
廃
さ
れ
る
た
め
、

上
記
を
満
た
す
短
時
間
労
働
者
は
、

賃
金
額
の
多
寡
に
か
か
わ
ら
ず
原
則

と
し
て
加
入
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
特
定
適
用
事
業
所
の
企
業
規
模
要

件
に
つ
い
て
も
、
段
階
的
に
引
き
下

げ
ら
れ
、
最
終
的
に
撤
廃
さ
れ
る
予

定
で
す
。

3
保
険
料
調
整
制
度

　
令
和
８
年
10
月
１
日
か
ら
、
新
た

に
適
用
対
象
と
な
る
短
時
間
労
働
者

に
つ
い
て
、
事
業
主
が
本
人
負
担
分

の
一
部
を
追
加
で
負
担
す
る
こ
と
に

よ
り
、
被
保
険
者
本
人
の
保
険
料
負

担
割
合
を
軽
減
で
き
る
特
例
的
な
措

置
が
設
け
ら
れ
ま
す
。
事
業
主
が
追

加
負
担
し
た
部
分
に
つ
い
て
は
、
最

大
３
年
間
、
国
等
に
よ
る
支
援
が
行

わ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
と
め

　
令
和
８
年
10
月
１
日
に
は
、
消
費

税
と
社
会
保
険
の
双
方
で
実
務
対
応

を
要
す
る
改
正
が
重
な
り
ま
す
。
顧

問
税
理
士
、
顧
問
労
務
士
な
ど
に
相

談
の
う
え
、
10
月
１
日
か
ら
ス
ム
ー

ズ
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
準
備
を
進

め
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

インボイス発行事業者の登録を受けたことにより免税事業者から課税事業者となった
個人事業者に係る令和９年分・令和10年分の消費税の確定申告において納付税額を売
上税額の３割とすることができる特例です。

免税事業者などインボイス発行事業者以外の者から行った課
税仕入れにつき、その一定割合を控除できる経過措置につい
て、適用期限を２年間延長した上で、以下のとおり控除可能割
合が見直されました。

7・5・3割控除については、同一の免税事業者等からの課税仕入れ
の合計額（税込）が、その年または事業年度で１億円（改正前：10
億円）を超える場合には、その超えた部分の課税仕入れについて
適用できません。
※ 令和８年10月１日以後に開始する課税期間から適用されます。

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年

3割特例3割特例2割特例2割特例
法人は３割特例適用不可※

※�一般課税または簡易課税での申告となります。なお、簡易課税での
申告に当たり、簡易課税への円滑な移行措置が創設されています。

個人事業者
法人
（例12月決算）

　
な
お
、
３
割
特
例
の
適
用
に
事
前

の
届
け
出
は
不
要
で
す
が
、
基
準
期

間
の
課
税
売
上
高
等
の
要
件
を
満
た

す
か
ど
う
か
の
確
認
が
必
要
で
す
。

2年2年 2年2年 １年１年

改正後 70％

改正後 50％（3年） 50％

30％

0％0％

80％

10/1

R8.10 R10.10 R11.10 R12.10 R13.10

2年延長2年延長
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